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はじめに
　本稿では，1998 年から 2014 年現在までにいたる中心市街地を取り巻く法制度（まちづくり
3法といわれる中心市街地活性化法，改正都市計画法，大規模小売店舗立地法の変遷）の経緯



















1）　「イギリスに学ぶ商店街再生政策（ミネルヴァ書房（2013 年））」，p52 ― 54 を参照。
2）　Blackwell, M., and Rahman, T., ‘Funding Town Centre Management in the U.K’, Journal of Town and City 
Management, Vol.1, 2010, p92 ― 103 を参照。
3）　「和歌山県の経済成長と格差に関する研究―観光，農林水産業，公共事業が与える県内経済への効果―」，
足立基浩，和歌山大学経済研究所，地域研究シリーズ 36，2009 年参照。
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旧まちづくり 3 法（1998 年―2006 年）の導入 
まずは，まちづくり 3法と呼ばれる 1998 年から 2000 年に相次いで導入された中心市街地活




















2005 年 2 月 23 日，産業構造審議会・中小企業審議会合同部会に提出された旧まちづくり 3
法に関する資料「人口の増減と中心市街地の小売売上高の関係」によると，155 都市（人口 10
万人以上の都市圏のうち，中心都市が 2003 年 10 月までに中心市街地活性化基本計画を策定し
ている市，東京都，政令指定都市を除く）の中心市街地で人口が減少したのが 125 都市に達し
ていることがわかった。また，人口規模が 10 万人以上の地方都市の約 80％が中心市街地の人
口を減らしていた（この点は，日本建築学会編『中心市街地活性化とまちづくり会社』，丸善










の振興等を目的とし，平成 2006 年 8 月 22 日，内閣に中心市街地活性化本部が設置された。






























新まちづくり 3 法（2006 年）のレビュー





2012 年 12 月に安倍政権が発足した後にはその後中心市街地の活性化に取り組む全国の 21
市と，内閣府，国土交通省，経済産業省，総務省が共同して，「中心市街地活性化全国リレー
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表１　2007年に内閣総理大臣の認定を受けた活性化基本計画
市 認定日 計画期間始 計画期間終了
富山市（富山県） 2007 年 2 月 8 日 2007 年 2 月 2012 年 3 月
青森市（青森県） 2007 年 2 月 8 日 2007 年 2 月 2012 年 3 月
久慈市（岩手県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2013 年 3 月
金沢市（石川県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
岐阜市（岐阜県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 9 月
府中市（広島県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
山口市（山口県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
高松市（香川県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2013 年 3 月
熊本市（熊本地区）（熊本県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
八代市（熊本県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
豊後高田市（大分県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
長野市（長野県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2012 年 3 月
宮崎市（宮崎県） 2007 年 5 月 28 日 2007 年 5 月 2013 年 3 月
帯広市（北海道） 2007 年 8 月 27 日 2007 年 8 月 2012 年 3 月
砂川市（北海道） 2007 年 8 月 27 日 2007 年 8 月 2012 年 8 月
千葉市（千葉県） 2007 年 8 月 27 日 2007 年 8 月 2011 年 3 月
浜松市（静岡県） 2007 年 8 月 27 日 2007 年 8 月 2012 年 3 月
和歌山市（和歌山県） 2007 年 8 月 27 日 2007 年 8 月 2012 年 3 月
三沢市（青森県） 2007 年 11 月 30 日 2007 年 11 月 2013 年 10 月
高岡市（富山県） 2007 年 11 月 30 日 2007 年 11 月 2012 年 3 月
福井市（福井県） 2007 年 11 月 30 日 2007 年 11 月 2013 年 3 月
越前市（福井県） 2007 年 11 月 30 日 2007 年 11 月 2013 年 3 月
鳥取市（鳥取県） 2007 年 11 月 30 日 2007 年 11 月 2013 年 3 月
鹿児島市（鹿児島県） 2007 年 12 月 25 日 2007 年 12 月 2013 年 3 月
出所：首相官邸中心市街地活性化本部ホームページ（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/chukatu/index.html）参照。
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上記図 1に示されているように，　｢活性化が図られた｣，「一定の効果が合った」など，いわ
ゆるプラスの効果が観測されたのが，24 地域の約半数の 55％程度を占めていることがわかる。














































D＝大都市圏ダミー（1か 0）人口 50 万人以上か否か
E＝所属自治体における大型小売店舗の数





























変数（＝ X） 平均 標準偏差 尖度 歪度 範囲 最小 最大
ハード整備率 34.438 11.121 0.483 0.177 49.600 10.000 59.600 
地域内 GDP成長率 2.907 2.354 －0.811 －0.316 8.125 －1.941 6.184 
人口増加率 －1.763 1.366 4.092 1.025 7.046 －4.407 2.639 
大都市圏か否か 0.125 0.338 4.210 2.422 1.000 0.000 1.000 
大型小売店舗の数 0.708 0.859 0.617 1.081 3.000 0.000 3.000 
注 ）地域内 GDPの成長率に関するデータは，所属する自治体の都道府県の成長率（2005 年から 10 年の幾何平均）を
用いた。人口増加率については，2005 年から 2010 年の数値（幾何平均）を用いた。
また，説明変数は ｢（中心市街地活性化事業におけるインフラ整備の割合（＝ハード整備率）｣，














係数 標準誤差 ｔ値 ｐ値
定数 2.199 1.129 1.949 0.051 *
ハード整備 0.030 0.026 1.158 0.247 
地域内 GDP成長率 －0.277 0.125 －2.210 0.027 *
人口増加率 0.375 0.219 1.711 0.087 **
大都市圏か否か －0.730 0.820 －0.891 0.373 
大型小売店舗の数 －0.798 0.394 －2.024 0.043 *
資料：配布データの集計により作成
*＝有意水準 5%   　**＝有意水準 10%
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2014 年の改正案の方向性 7）
ところで，2006 年法の効果が政府のレビューによって示されたこともあり，2013 年 12 月時

























































いう PPG6（Planning Policy Guidance　No.6（都市計画指針第 6号）））が 1993 年より導入され
ている点が挙げられる。PPG6 導入以降，郊外型の大型小売店の出店にみごとなまでに歯止め







































































村ではなく，エージェンシー化された RDA（地域開発庁，Regional Development Agency）と，





























ついて分析を行ってきた。さらに 2006 年の法改正以降 8年以上が経過し，その効果測定が可
能となったことから最新のデータを用いて実証分析を行った。
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A Study of the Effects of the Improvement and Revitalization of City Centre Act
in Japan with a Special Comparison with Town Centre Policy in the U.K
Motohiro ADACHI
Abstract
The present study examines the historical changes in the Act on city centre revitalization 
between 1998 and 2014. In particular, the study looks at the effects of the Revised Act 
on Improvement and Revitalization of City Centres in Japan, which was instituted in 
2006 and is considered to have lowered the economic power of out-of-town superstores, 
resulting in revitalization of city centre economies. We employ ordered logit techniques 
as a statistical tool and examine to what extent the 2006 reform has been successful in 
terms of revitalizing city centres using 2012 data from the Cabinet Office of Japan.
